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表紙

（電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

⑴　第36期連結計算書類の連結注記表
⑵　第36期計算書類の個別注記表

株主各位

第36回定時株主総会資料

　上記事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりませ
ん。

株式会社フロンティアインターナショナル
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連結注記表

連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況

・連結子会社の数 ６社
・主要な連結子会社の名称 株式会社フロンティアダイレクト

株式会社イリアル
株式会社ガイアコミュニケーションズ
株式会社シネブリッジ
株式会社マックスプロデュース
ＮＰＵ株式会社

・連結の範囲の変更　　　　　　　当連結会計年度からNPU株式会社株式を取得し、子会社化したた
め、連結の範囲に含めることとしたものであります。

② 非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 株式会社トリニティ

株式会社LOVE
株式会社ヴァンクラフト

・連結の範囲から除いた理由 　非連結子会社は、小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

⑵ 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　該当事項はありません。
② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称 株式会社トリニティ
株式会社LOVE
株式会社ランプ東京
株式会社ヴァンクラフト
株式会社KT Partners

・持分法を適用しない理由 　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う
額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用の範
囲から除外しております。
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⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、株式会社ガイアコミュニケーションズ及び株式会社シネブリッジの決算日は２月末
日、株式会社マックスプロデュースの決算日は９月末日、NPU株式会社の決算日は３月末日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、株式会社ガイアコミュニケーションズ及び株式会社シネブリッジ、
NPU株式会社は、同日現在の計算書類を使用し、株式会社マックスプロデュースは３月31日の仮決算に基
づく計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っておりま
す。その他の連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. 満期保有目的の債券 　　　　　　償却原価法（定額法）を採用しております。

ロ. その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。
・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされる
もの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じ
て入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

ハ. 棚卸資産
・未成業務支出金 当社及び連結子会社は主として個別法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

－ 2 －



2026/07/06 10:12:23 / 26375240_株式会社フロンティア　インターナショナル_招集通知

連結注記表

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産 当社及び連結子会社は定率法を採用しております。ただし、1998年４

月１日以降に取得した建物（建物附属設備の一部を除く）については、
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　３年～20年
工具、器具及び備品　５年～10年
機械装置及び運搬具　６年～８年

ロ. 無形固定資産 当社及び連結子会社は定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員賞与の支給に備えるため、主として支給見込額に基づき当連結会
計年度に負担すべき金額を計上しております。

ハ. 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社及び一部の連結子会社は内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

④ 重要な収益及び費用の計上基準
　　　当社グループは、プロモーション事業を主な事業とし、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転

した時点で、当該財又はサービスと交換に対価を受け取れると見込まれる金額で収益を認識しておりま
す。

　　　当社グループにおける、主な履行義務の内容は、セールスプロモーションやイベントプロモーション
の企画制作業務、店頭販促支援やＢＰＯサービスの企画運営業務があります。セールスプロモーション
やイベントプロモーションの企画制作業務、店頭販促支援やＢＰＯサービスの企画運営業務の大半は、
顧客への業務がすべて完了するまでは対価の回収可能性に不確実性を有することから、これらは一時点
で充足される履行義務として、業務完了時に収益を認識することとしております。ただし、ＢＰＯサー
ビスの企画運営業務のうち個別契約においてキャンセル条項が明示されている案件、店頭販促支援で派
遣基本契約を締結しているサービスにおいては、一定の期間にわたり充足される履行義務であるため、
進捗度を見積り、それに基づいた収益を一定の期間にわたり認識しております。

　　　なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができ、かつ発生した費用の回収可能性が
ある場合は、提供単価×時間×人数により収益を計算しております。合理的に見積ることが困難で、か
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つ発生した費用の回収可能性が見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　　退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については、給付算定式基準によっております。また、一部の連結子会社は確定拠出型
の制度として、中小企業退職金共済制度を採用しており、当該制度に基づく要拠出額をもっ
て費用処理しております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
処理しております。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末
自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　　のれんの償却方法及び償却期間
のれんは20年以内の合理的な償却期間を設定し、定額法により償却しています。
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２. 会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　繰延税金資産…　228,069千円

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
　繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っておりま
す。当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生し
た課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類において、繰延税金資
産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

　営業債権に関する貸倒引当金
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
　　貸倒引当金…　△59,156千円

⑵　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
　①算出方法
　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、営業債権を一般債権、貸倒懸念債権等の特定の債権に区分し、
　売上債権の入金管理や回収予定表を用いた債権の年齢管理等により、一般債権と貸倒懸念債権等の特定の
　債権の金額を把握しております。貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
　の特定の債権については個別に回収可能性を検討し計上しております。
　②主要な仮定
　　一般債権に係る貸倒引当金は、一般債権に過去の貸倒実績率を乗じて算定しているため、将来の貸倒実
　績率は過去の貸倒実績率に近似するという仮定のもと計算しております。また、貸倒懸念債権等の特定の
　債権の回収可能性の評価にあたっては、滞留期間や債務者の財政状態、あるいは債務者との返済交渉の状
　況など、様々な要因を総合的に勘案して債権の回収可能性を評価しております。
　③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　　上記の見積りは現時点の最善の見積りであるものの、債務者の財務状況の評価や売上債権の滞留状況を
　含む回収可能性の検討については、経営者の判断を伴います。また、経済環境の変化等により当初の見積
　りに用いた仮定が変化した場合には、翌連結会計年度の連結計算書類における貸倒引当金の計上金額に影
　響を及ぼす可能性があります。
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（１）有形固定資産の減価償却累計額 168,229千円

受取手形 －千円
売掛金 2,739,789千円
契約資産 －千円
合計 2,739,789千円

普通株式 9,238,000株

決 議 株式の種類 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 5 年 ７ 月 3 0 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 440,540 99 2025年４月30日 2025年７月31日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2 0 2 6 年 7 月 3 0 日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 627,074 70 2026年４月30日 2026年７月31日

3. 連結貸借対照表に関する注記

（２）受取手形、売掛金及び契約資産の内訳

4.　連結株主資本等変動計算書に関する注記

⑴ 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

⑵ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等

（注）当社は、2026年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施いたしました。１株
当たり配当額につきましては、当該株式分割前の金額を記載しております。

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

（注）当社は、2026年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施いたしました。上記
の事項は、当該株式分割後の株式数を基準としております。

⑶ 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的と
なる株式の数

　　　該当事項はありません。
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5. 金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、人員計画や設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。また、当社グ
ループは、安全性の高い金融商品に限定し、投資環境等を勘案し慎重に判断しております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産、未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券及び出資金は、主に満期保有目的の債券、投資事業組合への出資金及び業務上の関係を有
する企業の株式であり、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日です。一部外貨建てのものについて
は、為替の変動リスクに晒されておりますが、当該営業債務は財務経理部財務課が管理しております。
　借入金は主に営業取引及び設備投資に係る資金調達であり、流動性リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ. 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、経理規程に従い営業債権について、財務経理部が主要な取引先の状況を定期的にモ
ニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減を図っております。

ロ. 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　当社グループは、外貨建ての営業債権債務について、財務経理部が通貨別、月別に為替相場のモニタ
リングを行っております。
　投資有価証券及び出資金については、定期的に価額や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、
満期保有目的の債券以外のものについては、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に
見直しております。

ハ. 資金調達に係る流動性のリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき、財務経理部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、
手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社においても、当社と同様の
資金繰り計画を作成・更新し、同様の管理を行っております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては、変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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連結貸借対照表計上額
（千円） 時価（千円） 差額（千円）

⑴ 投資有価証券

　　①満期保有目的の債券 104,656 108,855 4,199

　　②その他有価証券 377,676 377,676 －

⑵　敷金及び保証金 772,066 697,199 △74,867

資産計 1,254,399 1,183,730 △70,668

⑷　長期借入金 183,707 176,540 △7,166

負債計 183,707 176,540 △7,166

連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 163,339
関係会社株式 72,000
投資事業組合への出資金 129,038
その他の出資金 13,000

⑵ 金融商品の時価等に関する事項
　2026年４月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、市場価格のない株式等は含めておりません（(注)１.参照）。また、現金及び預金、受取手
形、売掛金及び契約資産、買掛金、未払費用、未払法人税等、短期借入金は短期間で決済されるため時価が
帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（注）１. 市場価格のない株式等

－ 8 －
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１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

現金及び預金 9,168,485 － － －
受取手形、売掛金及び
契約資産 2,739,789 － － －

投資有価証券

　満期保有目的の債券 － 104,656 － －

　その他 5,000 － 10,000 －

合計 11,913,275 104,656 10,000 －

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

５年超10年以内
（千円）

10年超
（千円）

長期借入金 53,196 117,359 13,152 －
合計 53,196 117,359 13,152 －

　　　２. 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

３. 借入金の連結決算日後の償還予定額

４. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ
れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しておりま
す。

－ 9 －
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券
　　株式 136,032 － － 136,032
　　社債 － 15,000 － 15,000
　　その他 － 226,643 － 226,643

資産計 136,032 241,643 － 377,676

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　満期保有目的の債券
　　社債 － 108,855 － 108,855
敷金及び保証金 － 697,199 － 697,199

資産計 － 806,054 － 806,054
長期借入金 － 176,540 － 176,540

負債計 － 176,540 － 176,540

⑴ 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

⑵ 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技術法及びインプットの説明
　投資有価証券
　　上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価
　をレベル１の時価に分類しております。
　　債券は取引金融機関から提示された価格等によっており、社債はレベル２の時価に分類しております。
　　投資信託は、公表されている基準価格等によっており、レベル２の時価に分類しております。
　敷金及び保証金
　　これらの時価は、回収可能性を反映した将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する国債の利回り等で割
　り引いた現在価値により算定しております。そのため、レベル２の時価に分類しております。
　長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）
　　長期借入金の時価は、元利金の合計額と当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現
　在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

－ 10 －
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プロモーション事業
一時点で移転される財又はサービス
一定の期間にわたり移転される財又はサービス

27,880,877千円
2,067,725千円

顧客との契約から生じる収益 29,948,603千円
その他の収益 －千円
外部顧客への売上高 29,948,603千円

当連結会計年度
契約負債（期首残高） 269,999千円
契約負債（期末残高） 225,437千円

⑴ １株当たりの純資産額 1,093円56銭
⑵ １株当たりの当期純利益 139円80銭

6. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　　「1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等⑷会計方針に関する事項④重

要な収益及び費用の計上基準」に記載しております。

⑶ 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
　　　契約資産及び契約負債の残高等

　契約資産については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していないため、記載を省略しておりま
す。
　契約負債は、主にプロモーション事業にかかる前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認識
に伴い取り崩されます。当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれてい
た額は、250,369千円であります。当連結会計年度中の契約負債残高について、主な増加理由は翌期に開催
するイベントにかかる前受金となります。

7. １株当たり情報に関する注記

　　（注）１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益は、当連結会計年度に行いました株式の分割が当
連結会計年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

8. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

－ 11 －
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9. 企業結合に関する注記
　取得による企業結合
　・NPU株式会社
　⑴企業結合の概要
　　①被取得企業の名称及びその事業の内容
　　　被取得企業の名称　　　NPU株式会社
　　　事業の内容　　　　　　広告業
　　②企業結合を行った主な理由
　　　当社グループは「人の創造力と実現力で、未来の可能性を切り拓く」というミッションを通じて、「心

の豊かさを分かち合える生きる喜びに満ちた世界の実現」を目指しております。
　　　当社の事業は、「体験価値」という多岐にわたる複雑な構成要素からなるアウトプットの企画・生成を

目的とするため、「体験価値」を構成するソリューションの幅を広げつつ、いかに最新かつ最先端のコン
テンツをイベントに実装できるか、それらが統合的にプランニングされているかが事業の競争優位性に直
結することから、M&Aによって当社グループの情報感度をさらに高め、事業基盤を一気に拡大させるこ
とを重要な戦略としております。

　　　NPU株式会社は、2007年に設立され、「ラグジュアリーと社会をつなぐ体験づくり」をミッション
に、ファッション業界を中心としたトップブランドのイベント演出・空間プロデュースを手がけ、クリエ
イティブな企画力と国際対応力で、ブランド価値の最大化と新たな顧客体験の創出に貢献するプロフェッ
ショナル集団です。その卓越した美意識とディレクション能力は、世界のトップブランドから厚い信頼を
寄せられ、ブランドの世界観を最も純粋かつ鮮烈に表現するクリエイションを実現してまいりました。

　　　今回の株式取得によって、当社グループが持つプロジェクトマネジメント能力及び多角的なソリューシ
ョンと、NPU株式会社が持つラグジュアリー領域における圧倒的なクリエイティビティとブランド理解
力が戦略的に融合し、大きな相乗効果を創出します。これにより、あらゆるクライアントのブランディン
グからコミュニケーション領域のプランニングと実行までをワンストップで実現できる、質・量ともに比
類なきレベルの体験価値を提供する体制が整います。

　　　そして、これまで当社グループが主にターゲットとしてきた各領域のリーディングカンパニーに、
NPU株式会社のクライアントであるラグジュアリー領域における世界ブランドが加わることは、当社グ
ループのプレゼンスを圧倒的に高め、あらゆる競争力の強化に貢献するものと考えたことから、今回の株
式取得に至ったものであります。

　　③企業結合日
　　　2025年９月18日（株式取得日）
　　　2025年７月１日（みなし取得日）
　　④企業結合の法的形式
　　　現金を対価とする株式取得
　　⑤結合後企業の名称
　　　変更ありません。
　　⑥取得した議決権比率
　　　50.2％

－ 12 －
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　 取得の対価 現金 500,000千円
　 取得原価 500,000

　　⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
　　　現金を対価として、株式を取得したことによるものであります。
　⑵被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　⑶主要な取得関連費用の内容及び金額
　　アドバイザリー業務等に対する報酬・手数料等　5,000千円
　⑷発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
　　①発生したのれんの金額
　　　260,608千円
　　　　なお、のれんの金額は、第３四半期連結会計期間において、取得原価の配分が完了しておらず、暫定
的な会計処理を行っておりましたが、当連結会計年度末に取得原価の配分が完了しております。
　　②発生原因
　　　主としてNPU株式会社の今後の事業展開によって期待される将来の超過収益力であります。
　　③償却方法及び償却期間
　　　７年間にわたる均等償却

10. 追加情報
　(退職給付債務の計算方法の変更）

当社及び一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算について、前連結会計年度
まで簡便法によっておりましたが、同一の退職給付に含められる従業員が300人を超えたため、当連結
会計年度より退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更しております。
この変更に伴い、当連結会計年度の期首における退職給付に係る負債が67,141千円増加し、営業利
益、経常利益及び税金等調整前当期純利益が67,141千円減少しております。

11. その他の注記
　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 13 －
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法

イ.　子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ.　満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）を採用しております。

ハ.　その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用
しております。

市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、投資事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項によ
り有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能
な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　未成業務支出金

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）を採
用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

　　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備の一部を
除く）については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　　３年～20年
工具、器具及び備品　　５年～10年

② 無形固定資産
　　定額法を採用しております。
　　なお、自社利用ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

－ 14 －
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(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金
　従業員賞与の支給に備えるため、主として支給見込額に基づき当事業年度に負担すべき金額を計上し
ております。

③ 退職給付引当金
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（３年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しており
ます。

④ 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
　当社は、プロモーション事業を主な事業とし、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に対価を受け取れると見込まれる金額で収益を認識しております。
　当社における、主な履行義務の内容は、セールスプロモーションやイベントプロモーションの企画制
作業務、店頭販促支援やＢＰＯサービスの企画運営業務があります。セールスプロモーションやイベン
トプロモーションの企画制作業務、店頭販促支援やＢＰＯサービスの企画運営業務の大半は、顧客への
業務がすべて完了するまでは対価の回収可能性に不確実性を有することから、これらは一時点で充足さ
れる履行義務として、業務完了時に収益を認識することとしております。ただし、ＢＰＯサービスの企
画運営業務のうち個別契約においてキャンセル条項が明示されている案件、店頭販促支援で派遣基本契
約を締結しているサービスにおいては、一定の期間にわたり充足される履行義務であるため、進捗度を
見積り、それに基づいた収益を一定の期間にわたり認識しております。
　なお、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積ることができ、かつ発生した費用の回収可能性が
ある場合は、提供単価×時間×人数により収益を計算しております。合理的に見積ることが困難で、か
つ発生した費用の回収可能性が見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。

－ 15 －
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(1)有形固定資産の減価償却累計額 126,917千円

　　　　　短期金銭債権
　　　　　短期金銭債務

302,785千円
149,738千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 629,891千円
仕入高 517,610千円

営業取引以外の取引高 101,880千円

２. 会計上の見積りに関する注記
　繰延税金資産の回収可能性
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産… 121,707千円

(2)　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
　　連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）繰延税金資産の回収可能性」に記載し
　た内容と同一であります。

　営業債権に関する貸倒引当金
(1)　当事業年度の計算書類に計上した金額
　　 貸倒引当金…　△16,927千円

(2)　会計上の見積りの内容に関する理解に資するその他の情報
 　　　連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）営業債権に関する貸倒引当金」に記載
 　　した内容と同一であります。

３. 貸借対照表に関する注記

　(2)関係会社に対する金銭債権・債務（区分表示したものを除く）

４. 損益計算書に関する注記

－ 16 －
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普通株式 279,800株

繰延税金資産
未払賞与 50,237千円
未払事業税 17,085千円
役員退職慰労引当金 67,817千円
退職給付引当金 62,003千円
貸倒引当金繰入超過額 7,354千円
子会社株式評価損 17,716千円
投資有価証券評価損 20,275千円
資産除去債務 19,142千円
未払法定福利費 9,589千円
その他 3,498千円

繰延税金資産小計 274,721千円
評価性引当額 △111,378千円
繰延税金資産合計 163,343千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △32,896千円
資産除去費用 △8,740千円

繰延税金負債合計 △41,636千円
繰延税金資産の純額 121,707千円

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）当社は、2026年２月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を実施いたしました。上記
の事項は、当該株式分割後の株式数を基準としております。

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所

有
（被所有）割

合
関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社

株式会社フロンテ
ィアダイレクト 直接 100.0%

所有
　

管理業務の受託 経営指導料 75,605 そ の 他
(未収入金) 6,930

株式会社イリアル 直接 100.0%
所有
　

管理業務の受託
経営指導料 26,274 そ の 他

(未収入金) 2,408

経費の立替 353,720 そ の 他
( 立 替 金 ) 252,148

⑴ １株当たりの純資産額 760円01銭
⑵ １株当たりの当期純利益 66円98銭

７. 関連当事者との取引に関する注記
役員及び個人主要株主等

子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）サービスの販売価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上、決定しております。

８. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結注記表（収益認識に関する注
　記）」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

９. １株当たり情報に関する注記

　　（注）１株当たりの純資産額及び１株当たりの当期純利益は、当事業年度に行いました株式の分割が当事業
年度の期首に行われたと仮定してそれぞれ算定しております。

10. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

11. 追加情報
　(退職給付債務の計算方法の変更）

退職給付引当金及び退職給付費用の計算について、前事業年度まで簡便法によっておりましたが、同一
の退職給付に含められる従業員が300人を超えたため、当事業年度より退職給付債務の計算方法を簡便
法から原則法に変更しております。
この変更に伴い、当事業年度の期首における退職給付引当金が47,809千円増加し、営業利益、経常利
益及び税引前当期純利益が47,809千円減少しております。
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個別注記表

12. その他の注記
　　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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